
ハローワークくしろ

月

　
ハローワークレポート

【有効求人倍率の推移】
（単位：倍、ポイント）

（注）　1．新規学卒を除き、パートを含む常用

　　　　2．下段（　）内は、対前年増減

【一般職業紹介状況】
（単位：人、％、倍、ポイント）

A 新規求職申込件数

B 月間有効求職者数

C 新規求人数

D 月間有効求人数

E 紹介件数

F 就職件数

G 月間有効求人倍率（D／B）

（注）　新規学卒を除き、パートを含む常用

令和８年５月２９日発行

ハローワーク
４ 内容

R E P O R T
　　　　４月の有効求人倍率は０．９７倍となり、前年同月比０．１０ポイント下回った。
　　　（１１か月連続で前年同月を下回った。）
　　　新規求職申込件数は前年同月比３．４％減少し、月間有効求職者数は１．５％減少した。
　　　また、新規求人数は前年同月比６．８％減少し、月間有効求人数は１０．９％減少した。

 　　（注）　 ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、
　　　　　　オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職
　　　　　　件数等が含まれている。
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令和８年 令和７年

４月 ４月

979 1,050 ▲ 6.8 979 1,050 ▲ 6.8 

Ａ Ｂ 農・林・漁業 7 29 ▲ 75.9 7 29 ▲ 75.9 

C 鉱業、採石業 2 2 0.0 2 2 0.0 

Ｄ 建設業 150 119 26.1 150 119 26.1 

Ｅ 製造業 127 71 78.9 127 71 78.9 

09食料品製造業 78 30 160.0 78 30 160.0 

12木材・木製品製造業 5 5 0.0 5 5 0.0 

G 情報通信業 2 10 ▲ 80.0 2 10 ▲ 80.0 

H 運輸業、郵便業 71 92 (▲ 22.8) 71 92 (▲ 22.8)

I 卸売・小売業 83 103 (▲ 19.4) 83 103 (▲ 19.4)

　 56～61小売業 72 84 (▲ 14.3) 72 84 (▲ 14.3)

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 47 51 ▲ 7.8 47 51 ▲ 7.8 

76飲食業 20 22 ▲ 9.1 20 22 ▲ 9.1 

P 医療・福祉 322 363 (▲ 11.3) 322 363 (▲ 11.3)

83医療業 109 124 (▲ 12.1) 109 124 (▲ 12.1)

213 239 (▲ 10.9) 213 239 (▲ 10.9)

R サービス業（他に分類されないもの） 74 105 (▲ 29.5) 74 105 (▲ 29.5)

（注） 1. 新規学卒を除き、パートを含む常用

【新規求職者の年齢別等状況】

令和８年 令和７年

４月 ４月

新規求職申込件数 928 961 ▲ 3.4 928 961 ▲ 3.4

44歳以下 315 353 ▲ 10.8 315 353 ▲ 10.8

29歳以下 126 151 ▲ 16.6 126 151 ▲ 16.6

45歳以上 613 608 0.8 613 608 0.8

55歳以上 426 430 ▲ 0.9 426 430 ▲ 0.9

新規求職者のうち離職者 667 704 ▲ 5.3 667 704 ▲ 5.3

事業主都合離職者 215 220 ▲ 2.3 215 220 ▲ 2.3
（注） 新規学卒を除き、パートを含む常用

【雇用保険取扱状況】
（単位：人、千円、％）

令和８年 令和７年

４月 ４月

適用事業所数 4,281 4,308 ▲ 0.6 - - -

資格取得者数（全数） 1,901 1,968 ▲ 3.4 1,901 1,968 ▲ 3.4

一般被保険者 1,440 1,563 ▲ 7.9 1,440 1,563 ▲ 7.9

高年齢被保険者 131 126 4.0 131 126 4.0

短期特例被保険者 330 279 18.3 330 279 18.3

資格喪失者数（全数） 1,546 1,767 ▲ 12.5 1,546 1,767 ▲ 12.5

一般被保険者 1,176 1,363 ▲ 13.7 1,176 1,363 ▲ 13.7

うち事業主都合 88 91 ▲ 3.3 88 91 ▲ 3.3

高年齢被保険者 334 334 0.0 334 334 0.0

短期特例被保険者 36 70 ▲ 48.6 36 70 ▲ 48.6

被保険者数（全数） 53,179 53,909 ▲ 1.4 - - -

一般被保険者 46,022 46,982 ▲ 2.0 - - -

高年齢被保険者 6,663 6,494 2.6 - - -

短期特例被保険者 494 433 14.1 - - -

受給資格決定件数 313 331 ▲ 5.4 313 331 ▲ 5.4

受給者実人員 805 816 ▲ 1.3 805 816 ▲ 1.3

支給金額 109,381 99,818 9.6 109,381 99,818 9.6

短期特例一時金受給者数 192 224 ▲ 14.3 192 224 ▲ 14.3

高年齢給付受給者数 55 67 ▲ 17.9 55 67 ▲ 17.9

支給人員 54 19 184.2 54 19 184.2

支給金額 21,095 8,787 140.1 21,095 8,787 140.1
（注） １　適用事業所数、被保険者数は各月末現在。　２　H29,1,1から65歳以上の方が高年齢被保険者として適用拡大。

求
職
者
給
付

 基本手当
（基本分）

再就職手当

区　　　分

区　　　分

 産　業　計

85社会保険・社会福祉・介護事業

（単位：人、％）

増減比

増減比
令和８

年度累計
前年同期 増減比

増減比
令和 ８

年度累計
前年同期

2. 令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成２５年
    １０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分。
3. 対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。

【新規求人数の産業別状況】
（単位：人、％）

区　　　　　　分 増減比
令和 ８

年度累計
前年同期 増減比
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【高年齢者職業紹介状況】
（単位：人、％）

（注）　高年齢者：55歳以上、パートを含む常用

【障害者職業紹介登録状況】
（単位：人、％）

新規求職申込件数

紹介件数

就職件数

【パートタイム職業紹介状況】
　　　（単位：人、％、ポイント）

（注）　常用的パート

【完全失業率の推移】

　　（注）１　北海道分は原数値、全国分は季節調整値。　　　　 〔資料出所：総務省統計局「労働力調査結果」〕

２　（　）内は前年同期。
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　　　道東地域の経済概況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日銀釧路支店金融経済概況抜粋「５月２８日公表」）

　　　雇用失業情勢
　　　　　　     　　　　　　     　　　　　　　　  （ハローワークくしろ　業務統計４月分）

当月の新規求職申込件数は９２８人で前年同月比３．４％（３３人）減少し、２か月ぶりに前年同月を下回った。月間

有効求職者数は３，０８２人で前年同月比１．５％（４７人）増加し、２か月ぶりに前年同月を下回った。

また、新規求人数は９７９人で前年同月比６．８％（７１人）減少し、７か月連続で前年同月を下回った。月間有効求人

数は２，９９２人で前年同月比１０．９％（３６７人）減少し、２３か月連続で前年同月を下回った。これにより、月間有効求

人倍率は０．９７倍となり、１１か月連続で前年同月を下回った。

新規求人数を主な産業別でみると、増加となったのは、「建設業」２６．１％（３１人）、「製造業」７８．９％（５６人）となっ

た。減少となったのは、「農林漁業」７５．９％（２２人）、「情報通信業」８０．０％（８人）、「運輸業，郵便業」２２．８％（２１

人）、「卸売業，小売業」１９．４％（２０人）、「宿泊業，飲食サービス業」７．８％（４人）、「医療，福祉」１１．３％（４１人）、

「サービス業」２９．５％（３１人）となった。

新規求人の常用・パート別では、前年同月比でみると、常用は６８２人と４．５％（３２人）減少し、パートは２９７人と１１．

６％（３９人）減少した。これにより、新規求人の中でパートの占める割合は３０．３％となり、１．７ｐの減少となった。

道東地域の景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

すなわち、公共投資は、緩やかに増加している。設備投資は、弱めの動きとなっている。住宅投資は、減少している。

個人消費は、一部に弱めの動きがみられるものの、持ち直している。生産は、このところ弱含んでいる。労働需給は、

引き締まっている。

先行きについては、企業の賃金・価格設定行動や人手不足が管内の経済活動全般に及ぼす影響を注視していく。

公共投資は、緩やかに増加している。

公共工事請負金額は、前年を上回った。

設備投資は、弱めの動きとなっている。

道東地域の３月短観における２０２５年度設備投資計画は、前年を上回っている。

２０２６年度設備投資計画は、前年を下回っている。

住宅投資は、減少している。

新設住宅着工戸数は、持家、貸家、分譲いずれも前年を下回った。

個人消費は、一部に弱めの動きがみられるものの、持ち直している。

主要小売店売上高は、前年を上回った。乗用車新車登録台数（含む軽）は、普通・小型乗用車、軽乗用車ともに

前年を上回り、全体では前年を上回った。 家電販売は、緩やかに持ち直している。

観光は、持ち直している。

生産は、このところ弱含んでいる。

主要生産品目別にみると、乳製品は、持ち直しの動きが一服している。水産加工品は、弱めの動きとなっている。

企業倒産

企業倒産は、倒産件数、負債総額ともに前年を上回った。
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